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社会的企業とソーシャル・イノベーション
大　室　悦　賀
1．社会的企業概念の歴史的編成
社会的企業という概念は，1990年代後半からアメリカを中心に議論されてきた．しかしながら，
それよりも先に議論されるようになったのが，社会的企業家機能に関するもので，研究として最初
にこの概念を使ったのがWaddock et al（1991）であった．このような議論が出てきた背景には，
NPO（Not for Profit Organization:非営利組織）の公的補助金が削減され，NPOがビジネス領域に参
入し（これらを事業型 NPO），企業家精神が求められるようになったためであった．この論文を起
点に社会的企業家の議論がスタートし，Dees（1998）で社会的企業という視点で議論が始まり，社
会的企業論に徐々に洗練していった．当初社会的企業は NPOという組織形態だけを指し，株式会社
形態は Social Ventureあるいは Socially Oriented Companyという別の概念が使われていた．近年で
はそれらを統合して，社会的企業という概念に統合されてきた．
社会的企業研究は，主に 3つの学派に分類される（米澤, 2013）．それは，①稼得所得学派，②社
会的イノベーション学派，③社会的経済学派である．これらの区分はどの側面に着目するかによっ
て異なっている．具体的には，①が収入源に，②が成果に，③ガバンス構造に注目し，社会的企業
を特徴づけるアプローチである．一方で共通点はというと，社会的目的と経済活動との結びつきで
ある．つまり経済活動に埋め込まれた社会的目的と基本的に望ましい活動という規範性を持つもの
とされ，これらが共通点として指摘されている．
ここまで見たように社会的企業は必ずしも定まった議論になっているわけではない．さらに日本
においては事情が複雑になっている．それは類似する概念としてのソーシャルビジネスである．社
会的企業が組織形態や組織特性に焦点を当てているのに対して，ソーシャルビジネスは事業形態に
焦点をあてている．しかし，さらにややこしいことにソーシャルビジネスも 2つの文脈から発生し
ている．第 1にはバングラデシュのグラミン銀行の創設者のムハマド・ユヌス博士の提唱するもの（社
会的課題の解決を目的とした持続可能なビジネス），第 2には経済産業省の提唱するもの（社会的課
題の解決にビジネスの手法で解決していく活動の事）である．これだけを見るとあまり違いが無い
ように思われるが，前者は貧困の解決を目的としたグラミン銀行をモデルに，非配分の株式会社を
基本とした事業体を想定しているが，後者は谷本（2006）をベースに，社会性，事業性，革新性と
いう 3つの要件を満たすビジネスと定義づけている．このように日本においてはその概念が混乱し
ているとさえいえる．
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ではなぜソーシャルビジネスという概念が
台頭してきたのかと言えば，図表 1のように，
営利追求を目的とした一般企業が，社会的企
業と同様の社会的課題の解決を目的としたビ
ジネスを展開するようになり，それらは必ず
しも「社会的課題の解決」を目的として組織
を編成していないにも関わらず（部分戦略と
して），同じような事業を展開し，一般企業と
社会的企業の区別がつきにくく，社会的企業
という概念が説明力を持たなくなったことに
起因する．そのような経過によって，より包
括的概念としてソーシャルビジネスが使われ
るようになった．現在では図表 1のような多様な組織形態によってソーシャルビジネスが行われる
ようになっている．
このように社会的企業に加え，ソーシャルビジネスの台頭は，概念や定義に一貫性が見られず，
体系的な実証研究を妨げるものとなっている（米澤, 2013）．その一方でソーシャルビジネスの要件
となっている革新性を「ソーシャル・イノベーション」と定義し，大企業も実践する文脈となって
きている．その結果，企業の経営戦略などの研究者も参入し，この概念での研究や実践が行われる
ようになってきた．次項ではより社会一般に広く使われるようになったソーシャル・イノベーショ
ンについて見ていこう．
2．ソーシャル・イノベーション論の歴史的変遷
ソーシャル・イノベーションに関する議論は，図 2で示すように概ね 4つの視点が存在する．第 1
には，国家レベルにおける政治活動を中心にマクロな制度改革に焦点をあてた議論で，主に英国を
中心とした議論である．第 2には，市場レベルにおけるビジネス活動に焦点を当てたミクロレベル
の議論で，社会指向型企業や事業型，そして一般企業を主体とし，アメリカや日本などの議論である．
第 3にはコミュニティレベルで，企業のみならず，自治会やボランティア，そして慈善型 NPOといっ
た様々な主体を中心としたメゾレベルの議論で，主にヨーロッパで議論されている．そして第 4には，
消費行動を起点としたソーシャル・イノベーションで，ユーザー・リードとも呼べる領域で，オー
ガニックやフェアトレード，エシカルトレードなどの社会指向型消費が企業や行政の変化をもたら
すミクロミクロの領域である．この概念も，社会的企業同様に，地域の社会的背景を色濃く反映し
ている概念ともいえ，定型の定義が存在しないという混乱を生じさせている．次にこの概念をどの
ように理論化しているのかを谷本他（2013）に依拠し既存研究を見ておこう．
図表 1　ソーシャルビジネスの組織形態
出典：谷本, 2006
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最も広くソーシャル・イノベーションを捉えるものは，図表 3のタイプ①のものである．例えば，
Hamalainen and Heiskala eds. （2007）は，医療・福祉，教育などの領域において，産業界，地域，社
会における構造的な調整プロセスを検討し，マクロな制度改革＝ソーシャル・イノベーションとし
て位置づけ，それらによる経済的・社会的パフォーマンスの改善を考察している．ソーシャル・イ
ノベーションとは，急速な技術・経済変化によって生み出された新しい社会問題：例えば，古い政
策によって生み出された構造的な失業問題や急増する社会的・地域的格差の問題などが顕在化する
際に求められる．具体的には，「新しい社会的な実践を導き，さらに経済的・社会的なパフォーマン
スを改善するような規制，社会的な規範，共有された心的な枠組みにおける変化」とする．
次は，タイプ②のビジネス・アプローチによるソーシャル・イノベーションの議論である．ここ
には非技術的なソーシャル・イノベーション（タイプ② -A）と，技術的なソーシャル・イノベーショ
ン（タイプ② -B）の 2つに大別することができる．これまでのイノベーション研究では技術的な側
面に焦点が当てられることが多かった．Christensen（1997）では，社会問題についても技術的なイ
ノベーションの適応が議論され，触媒イノベーションという概念を用いて，社会問題においてこれ
までとは異なるアプローチによって既存構造そのものを改革し，しかも波及効果が高く，かつ持続
的にも優れているソリューションを生み出す組織への支援強化を主張する．このタイプ② -Bの論者
たちは，ソーシャル・イノベーションという用語・概念を必ずしも用いているわけではないが，既
存のイノベーション研究の蓄積を社会分野に適用している点で参考になるものである．一方で，タ
イプ② -Aは，企業モデルや組織の研究から派生した研究で，あくまでもアントレプレナーシップや
企業 /NPOといった組織，ビジネス活動に着目した研究である．この場合には，企業が社会的課題
とどのような関係性があるのか，企業はどのように課題を解決するのか，そしてその結果制度はど
のように変化しているのか，などを研究対象としている．
タイプ③は，コミュニティにおける主に社会活動を分析対象とするような研究群である．ここで
は社会学的なアプローチによるものが多い．Westley et al. （2006）やMulgun et al. （2007）は，必ず
しもビジネス・アプローチのみならず，多様な取り組みを研究対象としており，市民運動的なアプロー
チや政府・行政による取り組みも広く含めて議論している．Westley et al. （2006）の議論では，複雑
図 2　ソーシャル・イノベーションの 4つの視点
タイプ 組織 /システム 概要
①国家レベルにおける政
治活動 政府・行政 /法システム
マクロな制度改革を通して，医療，福祉，教育領域な
どにおける経済的・社会的パフォーマンスを改善する
②市場レベルにおけるビ
ジネス活動
ビジネス
（企業・NPO）/市場 ビジネスを通して，多様な社会的課題の解決を目指す
③コミュニティレベルに
おける社会活動
市民社会組織（CSO）/
コミュニティ
コミュニティレベルの市民活動等を通して，多様な社
会的課題の解決を目指す
④個人レベルにおける社
会的活動 個人 /市場 消費行動のイノベーションに基づいた解決
出典：谷本他（2013）『ソーシャルイノベーションの創出と普及』NTT出版に加筆
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系や生態学の研究を活用しながら，ソーシャル・イノベーションが生じるためには，ソーシャル・
アントレプレナー個人に注目するだけでは不十分であり，そのシステム全体にかかわる関係者の関
係性にこそ本質があると指摘している．彼によれば，「ソーシャル・イノベーションを成功させるには，
関係者全員が役割を果たさなくてはいけない．システムが変化するにつれて，すべての関係者―出
資者，政策立案者，社会的企業家，ボランティア，評価者が影響を受ける．変化は，人，組織，コミュ
ニティ，システムの一部の間に―『関係』に起きる」という．
タイプ④は，一番小さな領域である消費者行動に着目した議論で，従来からあるソーシャルコン
シューマに関する議論を援用した研究である．具体的には社会指向型消費者の購買行動が，大きく
なればなるほど企業や政府 /行政にインパクトを与え，ビジネス活動やビジネスモデル，あるいは
思考習慣を含めた制度を変化させるということである．
このようにソーシャル・イノベーション研究は，4つのタイプで 5つのグループに分類できる．そ
の違いは，どこの視点から議論されるのか，ディシプリンは何なのかというところから派生している．
この概念も一定の定義が存在しているわけではなく，様々な捉え方があるということである．
図表 3　ソーシャル・イノベーションに関わる研究の分類
概要・焦点 対象（典型例） 手法
タイプ①
Hamalaine and Heiskala
（2007）
Taipale ed. （2006）
Drucker（1993）
・マクロの制度改革を通して，
医療，福祉，教育領域などに
おける経済的・社会的パ
フォーマンスの改善
・構造的な失業問題，
地域間格差の是正
・医療・福祉・教育制
度の社会制度改革等
・産業界，地域，社会にお
ける構造的な調整プロセ
スの検討
・制度論の適用
・構造変化：規範・ルール
の変化のプロセス
タイプ② -A
谷本編（2006）
谷本他（2013）
大室（2016）
・多様な社会的課題の解決を目
指し，企業や NPO/NGOな
どの主体がビジネス活動を通
してソーシャル・イノベー
ションを創出
・ホームレス・障害者
雇用の促進
・教育（青少年・高齢
者）問題の解決
・環境問題の解決（再
生可能エネルギーの
普及等）
・ビジネス・アプローチ
・社会的企業家の機能分析
・ソーシャル・イノベー
ションの創出，発展，普
及
・マルチ・ステイクホル
ダー・アプローチ
タイプ② -B
Rosenbloom and Marris
（1969）
Christensen（1997）
Christensen et al. （2004）
・新しい社会サービスの供給に
よる社会経済システム，消費
社会の変化
・技術イノベーション研究の知
見の社会分野への適用
・病院制度の革新
・コンビニ・宅配便等
・教育業界における
IT利用に伴う社会
改革等
・ビジネス・アプローチ
・イノベーションによる消
費行動，ライフスタイル
変化に注目
タイプ③
Westley et al. （2006）
Mulgan et al. （2007）
Phills et.al（2008）
・多様な主体による関係性から
のソーシャル・イノベーショ
ンのアイディアの創出
・市場レベルにとどまらない活
動を視野に入れたソーシャ
ル・イノベーション
・障害者雇用の促進
・教育（青少年・高齢
者）問題の解決
・HIV/AIDS問題の解
決
　等
・市民活動，社会運動も含
む
・複雑系，生態学アプロー
チ等
タイプ④
大平他（2013）
・着目点はあくまでも消費行動
であり，社会指向消費者の起
点とするミクロミクロ分析
・社会指向型消費者
・社会指向型消費 ・消費行動
出典：谷本低治他（2013）『ソーシャルイノベーションの創出と普及』NTT出版に加筆
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3．結語
ここまで見てきたように，社会と企業家，社会とイノベーションの掛け算が新たな事業領域ある
いは研究領域を創出しているが，社会との関係性を考慮することで非常に曖昧で一義的な定義が創
出されない事態となっている．しかし，これらの二つの概念は企業モデルにも影響を与えつつある．
2010年以降，この 2つの概念を結合した新たな企業モデルの台頭してきている．たとえば，Great 
Company（Kanter, 2011）, Conscious Company（Mackey, 2011）, Sustainable Company（ 大 室, 2016）
である．また企業の経営戦略においても，CSV（Creating Shared Value: Porter at.al.2011）が注目さ
れている．このように多様な組織や制度のマネジメントと社会との関係が整理され，理論化されつ
つある．
本研究領域は，社会からの強い関心があり，ますます進化していく必要があるため，多くの研究
者のこの領域に関心を持ってもらいたい．
